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公用車による交通事故の発生について 

 

１．事故発生日時：平成３０年６月１５日（金）午前９時５０分頃 

 

２．事故発生場所：飯塚市幸袋地内 市道目尾・久保白線 

 

３．事 故 の 概 況：環境対策課職員が拠点収集ボックスの収集物回収

のため、車道から敷地内に進入しようとしたとこ

ろ、後方から来た原動機付自転車を巻き込み、運

転者を負傷させたもの。 

 

４．損 害 賠 償 額：この事故に係る損害賠償については、示談交渉中。 

 

事故現場見取図 
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協働環境委員会資料
平成30年9月14日提出

協議項目 項目名 事務事業名 内容 連番

1　統合の方式 1　統合の方式 1　統合の方式 既存の一部事務組合をともに解散し、新たな一部事
務組合を設立

1

2　組合を組織する団体 1　組合を組織する団体 1　組合を組織する団体 飯塚市、嘉麻市、桂川町及び小竹町 2

3　組合の共同処理する事務 1　組合の共同処理する事務 1　組合の共同処理する事務 （1）ごみ処理施設の設置、管理及び運営に関す
　ること　（飯塚市、嘉麻市、桂川町）

3

（2）最終処分場の設置、管理及び運営に関する
　こと　（飯塚市、嘉麻市、桂川町）
（3）し尿処理施設の設置、管理及び運営に関す
　ること　（飯塚市、嘉麻市、桂川町、小竹町）
（4）火葬場の設置、管理及び運営に関すること
（飯塚市、嘉麻市、桂川町、小竹町）
（5）前各号の事務の相互連絡調整に関すること
（飯塚市、嘉麻市、桂川町、小竹町）

4　統合の期日 1　統合の期日 1　統合の期日 平成31年4月1日 4

5　組合の名称 1　組合の名称 1　組合の名称 ふくおか県央環境広域施設組合 5

6　組合の事務所の位置 1　事務所の位置 1　事務所の位置 福岡県飯塚市楽市728番地1
（飯塚市・桂川町衛生施設組合の事務所）

6

2　支所等の設置 1　支所等の設置 設置しない 7

7　組合経費 1　負担金 1　負担金 負担金の算出に関しては、現状の負担割合のままと
する

8

ただし、統合後の議会、総務に関する経費の負担割
合は、原則人口割とする
また、施設の再編等を実施する場合には、負担割合
の見直しを検討するものとする

8　財産及び債務の取扱い 1　財産及び債務の取扱い 1　土地・建物 9

2　有価証券等 10

3　基金 11

4　地方債 12

2　施設 1　桂苑 13

2　ごみ燃料化センター 14

3　リサイクルセンター 15

4　最終処分場 16

5　穂波苑 17

6　汚泥再生処理センター 18

7　筑穂園 19

3　備品等 1　備品等 現行のまま、統合後の組合に引き継ぐ 20

9　直営施設の取扱い 1　直営施設の取扱い 1　直営施設の取扱い 　 21

環境施設等広域化に関する任意協議会　協議項目一覧（　　　　　は、これまでに報告した項目：　　　　 は、新たに報告する項目）

現行のまま、統合後の組合に引き継ぐ

現行のまま、統合後の組合に引き継ぐ

1



協働環境委員会資料
平成30年9月14日提出

協議項目 項目名 事務事業名 内容 連番

環境施設等広域化に関する任意協議会　協議項目一覧（　　　　　は、これまでに報告した項目：　　　　 は、新たに報告する項目）

10　組合議員の定数及び
　　　任期の取扱い

1　定数 1　定数及び選任の方法 定数　15人とする
選出区分　飯塚市　8人
　　　　　嘉麻市　3人
　　　　　桂川町　2人
　　　　　小竹町　2人　とする

22

　　　　　　 2　任期 1　任期 関係市町の議会の議員の任期 23

3　議会開催日(定例会） 1　議会開催日(定例会） 定例会は年2回とし、原則として開催月は11月及び2
月

24

4　委員会の設置 1　常任委員会 2委員会を設置する
・ごみ処理に関する委員会
・し尿処理及び火葬に関する委員会

25

2　議会運営委員会 設置しない 26

5　事務局の設置 1　事務局の設置 設置しない 27

6　議長及び副議長 1　議長及び副議長の選任 議長1人、副議長1人とし、組合議員のうちから互選 28

2　議長及び副議長の任期 組合議員の任期 29

3　職務代理 議長に事故があるとき、又は欠けたときは、副議長
が議長の職務を行い、議長、副議長ともに事故があ
るときは、年長の組合議員が臨時に議長の職務を行
う

30

7　報酬及び費用弁償 1　報酬 議長　　年額　30,000円
副議長　年額　27,000円
議員　　年額　24,000円

31

2　費用弁償 1回につき　800円 32

3　支給の方法 ・議長及び副議長にはその選挙された月から、議員
にはその職に就いた月から、議員報酬を支給する
・議長、副議長及び議員が任期満了、辞職、失職、
除名又は死亡によりその職を離れたときは、その日
の属する月までの議員報酬を支給する
・前述の場合における議員報酬は、それぞれについ
て定める議員報酬年額の12分の1に在職月数を乗じ
て得た額とする
・議員報酬は、毎年3月末までに支給する

33

8　議決方法の特例 1　議決方法の特例 特別の規定（特別議決）を設ける 34

・組合議会の議決すべき事件のうち、関係市町の一
部に係るものの議決については、当該事件に関係す
る市町から選出されている組合議員の出席者の過半
数の賛成を含む出席議員の過半数でこれを決する
・前述に規定する議決は、関係議員の過半数の出席
がなければ行うことができない
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協働環境委員会資料
平成30年9月14日提出

協議項目 項目名 事務事業名 内容 連番

環境施設等広域化に関する任意協議会　協議項目一覧（　　　　　は、これまでに報告した項目：　　　　 は、新たに報告する項目）

10　組合議員の定数及び
　　　任期の取扱い

9　通知すべき議決事件 1　通知すべき議決事件 1　条例を設け、又は改廃すること
2　予算を定めること
3　決算を認定すること

35

11　特別職の身分の取扱い 1　組合長・副組合長 1　正副組合長選任の方法 組合長1人、副組合長3人とし、関係市町の長のうち
から互選

36

2　任期 関係市町の長の任期 37

3　職務権限（職務代理） ・組合長は、組合を統轄し、組合の事務を管理執
　行する
・副組合長は、組合長を補佐し、組合長に事故が
　あるとき、又は欠けたときは、あらかじめ組合
　長が定めた順序により、副組合長がその職務を
　代理する
・組合長、副組合長ともに事故があるとき、又は
　ともに欠けたときは、事務局長がその職務を代
　理する

38

4　報酬 組合長　　年額　50,000円
副組合長　年額　40,000円

39

5　旅費 飯塚市・桂川町衛生施設組合の例による 40

6　支給の方法 報酬は、毎年3月末までに支給 41

2　非常勤特別職の報酬等 1　報酬 日額　5,900円 42

2　費用弁償 1回につき　800円 43

12　一般職の職員の身分の 1　職員の身分 1　職員の身分 新たな一部事務組合に引き継ぐ 44

　　　取扱い 2　勤務時間等 1　勤務時間 飯塚市・桂川町衛生施設組合の例による 45

2　育児休業等 飯塚市・桂川町衛生施設組合の例による 46

3　休暇 1　休暇 飯塚市・桂川町衛生施設組合の例による
ただし、産後、保育時間、子の看護、夏季休暇、乳
児健診、組合休暇については、次のとおりとする

47

・産後　10週間

・保育時間　1日2回（各60分以内）

・子の看護　5日（対象者が2人以上の場合は、子
　の数に5日を乗じる）
・夏季休暇　6日（6月から9月）

・乳児健診　1日の範囲内で必要と認められる期
　間
・組合休暇　新組合で調整する

4　服務 1　職員表彰 職員表彰制度を設ける 48

2　作業服の貸与 作業服の貸与制度を設ける 49

3



協働環境委員会資料
平成30年9月14日提出

協議項目 項目名 事務事業名 内容 連番

環境施設等広域化に関する任意協議会　協議項目一覧（　　　　　は、これまでに報告した項目：　　　　 は、新たに報告する項目）

12　一般職の職員の身分の
　　　取扱い

5　職員の任用 1　職員の任用 ・適切な職員配置をするために職員の任用を行う
・再任用については、制度を設ける

50

2　採用試験 飯塚市・桂川町衛生施設組合の例による 51

6　職員定数 1　職員定数 52

7　職員の給与
　（一般行政職員及び
 　単純労務職員）

1　給料 国の基準により、一般職の職員については、行政職
(一)を、単純な労務に雇用される職員については、
行政職(二)とする

53

2　手当 管理職手当、扶養手当、住居手当、通勤手当、時間
外勤務手当、休日勤務手当、夜間勤務手当、管理職
特別勤務手当、期末手当、勤勉手当、地域手当、宿
日直手当、単身赴任手当を支給する。

54

手当の額等は、飯塚市・桂川町衛生施設組合の例に
よる

3　初任給 一般行政職員　行政職（一）の適用
　・上級（大学卒相当）　1級25号給
　・初級（高校卒相当）　1級 9号給
単純労務職員　行政職（二）の適用
　・技能職員　1級17号給
　・労務職員　1級 5号給

55

4　給料表 一般職の職員は、行政職(一)の給料表とする 56

単純な労務に雇用される職員は、行政職(二)の給料
表とする

5　等級別基準職務表 ・一般職の職員
　6級制を採用する
　級別の基準職務は、下記のとおりとする

57

　1級:定型的な業務を行う主事補の職務

　2級:知識又は経験を必要とする業務を行う主事
　　　の職務
　3級:高度の知識又は経験を必要とする業務を行
　　　う主任の職務
　4級:係長、主査又は施設長の職務

　5級:課長補佐、室長補佐の職務

　6級:事務局長、事務局次長、課長、室長の職務

・単純な労務に雇用される職員
　飯塚市・桂川町衛生施設組合の例による

6　昇給の方法 飯塚市・桂川町衛生施設組合の例による 58

7　退職手当及び勧奨退職 （退職手当）福岡県市町村職員退職手当組合に加入
する
（勧奨退職）必要に応じて実施する

59
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協働環境委員会資料
平成30年9月14日提出

協議項目 項目名 事務事業名 内容 連番

環境施設等広域化に関する任意協議会　協議項目一覧（　　　　　は、これまでに報告した項目：　　　　 は、新たに報告する項目）

12　一般職の職員の身分の
　　　取扱い

8　給料の調整 1　給料の調整 休職等から復職した場合の号級の調整を国の基準に
より実施する

60

9　旅費 1　旅費 飯塚市・桂川町衛生施設組合の例による 61

10　福利厚生及び健康管理 1　福利厚生及び健康管理 ・職員厚生会制度を設ける
・福岡県市町村福祉協会に加入等

62

11　その他の厚生事業 1　その他の厚生事業 職員給与に係る給与控除を実施 63

12　公務災害補償 1　公務災害補償 （一般職の職員）地方公務員災害補償基金福岡県支
部に加入
（組合議会議員等）地方公務員災害補償法に準じた
補償

64

13　条例、規則等の取扱い 1　条例、規則等の取扱い 1　条例、規則等の取扱い ・飯塚市の例規を基本に見直し
・平成30年10月末を目途に例規案とりまとめ
・執行上空白期間の許されない例規については、
　統合の日に制定権者による専決処分

65

1　組織体制 1　課等の設置 　 66

2　職の設置 　 67

3　専決事務 　 68

2　会計管理者 1　選任 ・会計管理者を1人置く
・組合長の補助機関である職員のうちから、組合
　長が命ずる

69

 2　組織 会計課等を設置 70

3　指定金融機関の設定 福岡銀行 71

1　定数 2人 72

2　対象者 識見を有する者及び組合議員 73

3　選任の方法 識見を有する者及び組合議員から各1人を選任 74

4　任期 識見を有する者：4年
組合議員：組合議員の任期

75

　 　 5　報酬 識見を有する者、議会選出者ともに年額　24,000円 76

6　費用弁償 1回につき　800円 77

7　支給の方法 3月末までに支給 78

8　事務局の設置 監査事務局を設置 79

4　審議会等 1　情報公開制度及び審査会 情報公開制度及び審査会を設ける 80

2　個人情報保護制度及び
　　審査会

個人情報保護制度及び審査会を設ける 81

3　行政不服審査会 行政不服審査会を設ける 82

3　監査委員

14　事務組織及び機構の
　　　取扱い

5



協働環境委員会資料
平成30年9月14日提出

協議項目 項目名 事務事業名 内容 連番

環境施設等広域化に関する任意協議会　協議項目一覧（　　　　　は、これまでに報告した項目：　　　　 は、新たに報告する項目）

15　使用料、手数料の取扱い 1　使用料 1　使用料 現在の料金を引き継ぐ 83

2　手数料 1　手数料 現在の料金を引き継ぐ
ただし、情報公開手数料は、飯塚市の例による

84

16　その他の事業の取扱い 1　公告式 1　公告式 組合事務所並びに飯塚市、嘉麻市、桂川町及び小竹
町の庁舎前の掲示場に掲示する

85

2　公印 1　公印 公印取扱規程を設ける
出納員等領収印取扱規程を設ける

86

3　公平委員会 1　公平委員会 共同設置する 87

4　予算及び決算 1　予算及び決算 ・当初予算については、暫定予算とし、新たな組
　合議会において予算成立を図る
・解散する組合の決算は、解散組合の組合長が行
　い、決算の審査及び認定は、新組合において実
　施する

88

　 5　嘱託職員・臨時職員 1　賃金等 飯塚市・桂川町衛生施設組合の例による 89

2　有給休暇 嘱託職員、臨時職員の休暇については、ふくおか県
央環境施設組合の例による

90

ただし、「公務上の負傷」「私傷病」「その他長が
認めたもの」については、飯塚市・桂川町衛生施設
組合の例による

3　勤務条件 任用、勤務条件、賃金については、飯塚市・桂川町
衛生施設組合の例による

91

ただし、勤務日数については、「原則、正規職員の
例による」とする
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